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46～ 47 頁、2007 年。
（3）イヴァン･イリイチが使うヴァナキュラーという用語
は、一般の市場では売買されない価値を意味してい
る。それが今日では商品市場のサービスと交換でき
るようになりつつある社会状況をイリイチは『シャ
ドウ・ワーク』（1982 年、岩波書店）で批判している。
（4）高次脳機能障がいとは、脳血管障がい、脳炎などの
病気や交通事故による脳外傷など様々な原因で脳の
一部に損傷を受け、そのことによって引き起こされ
る言語や記憶などの機能における認知障がいを指す
ものである。
（5）政府は応益負担という表現の社会的評価が低かった
ので、すぐに“定率負担”という言葉に変更した。
しかし、いくら言葉を置き換えようと、その意味す
る内容については、サービスの利用者にとって有利
となる変更を加えなければ、それは言葉のまやかし
といわざるをえない。
（6)�定藤丈弘�「障害者福祉の基本的思想としての自立生活
理念」（定藤丈弘・岡本栄一・北野誠一編�『自立生活
の思想と展望』）ミネルヴァ書房、8頁、1993 年。
（7）牧口一二�「障害者の自立と就労」（定藤丈弘・岡本栄一・
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北野誠一編�『同上』）225 頁。
（8）楠敏雄『自立と共生を求めて』解放出版社、73 頁、
1998 年。
（9）法定雇用率について、障害者雇用促進法によって、
一定規模以上の事業所の事業主は、身体及び知的障
がい者はもとより精神障がい者を含む障がい者を一
定割合以上雇用しなければならない割合を意味して
いる。その法定雇用率は、民間企業が 1.8％、国、地
方公共団体が 2.1％、特殊法人が 2.1％、都道府県の
教育委員会等が 2.0％となっている。
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